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(57)【要約】
【課題】耐熱性の低い電気部品又は電子部品に対する熱影響が少なく、優れた導電性を有
し、堅固な接合力を有する電気伝導体を提供する。
【解決手段】金属伝導体は、金属ナノワイヤ同士が接合されて形成された電気伝導体であ
って、前記金属ナノワイヤ同士は、その表面の少なくとも一部を覆うカルボキシル基を有
する有機化合物から成る有機層内の金属塩又は前記有機化合物と前記金属塩との金属錯体
を還元して形成された金属によって金属接合されている。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属ナノワイヤ同士が接合されて形成された電気伝導体であって、前記金属ナノワイヤ
同士は、その表面の少なくとも一部を覆うカルボキシル基を有する有機化合物から成る有
機層内の金属塩又は前記有機化合物と前記金属塩との金属錯体を還元して形成された金属
によって金属接合されていることを特徴とする電気伝導体。
【請求項２】
　前記金属塩が、塩化金酸、硝酸銀、塩化銅、塩化白金酸から選ばれる金属塩であること
を特徴とする請求項１に記載の電気伝導体。
【請求項３】
　前記カルボキシル基を有する有機化合物が、高分子カルボン酸又は親水性基若しくは疎
水性基を有する少なくとも炭素数５の低分子カルボン酸であることを特徴とする請求項１
に記載の電気伝導体。
【請求項４】
　金属ナノワイヤと、前記金属ナノワイヤの表面に有機層を形成する有機層形成能を有す
るカルボン酸化合物及び金属塩を溶解した溶液とを加え、前記金属ナノワイヤの表面の少
なくとも一部を被覆するカルボキシル基を有する有機化合物から成る有機層内に金属塩又
は前記カルボン酸化合物と金属塩との金属錯体を分散して配合した後、前記金属塩又は金
属錯体を還元して金属化し、前記金属ナノワイヤ同士を金属接合することを特徴とする電
気伝導体の形成方法。
【請求項５】
　前記金属塩として、塩化金酸、硝酸銀、塩化銅、塩化白金酸から選ばれる金属塩を用い
ることを特徴とする請求項４に記載の電気伝導体の形成方法。
【請求項６】
　前記有機層形成能を有するカルボン酸化合物として、高分子カルボン酸又は親水性基若
しくは疎水性基を有する少なくとも炭素数５の低分子カルボン酸を用いることを特徴とす
る請求項４に記載の電気伝導体の形成方法。
【請求項７】
　前記金属塩の還元を、加熱処理によって施すことを特徴とする請求項４に記載の電気伝
導体の形成方法。
【請求項８】
　前記金属ナノワイヤとして、金属塩、得られる金属ナノワイヤの形態を調整する形態調
整剤及び塩化物を溶媒中に溶解した後、酸素ガスを吹き込みつつ加熱して得られた金属ナ
ノワイヤを用いることを特徴とする請求項４に記載の電気伝導体の形成方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子機器内の電気部品や電子部品を導電させつつ接合するのに用いられる電
気伝導体及びその形成方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　エレクトロニクス産業の発達に伴い、パーソナルコンピューター、携帯情報端末、テレ
ビなどの様々な電子機器が生産されており、それらの電子機器には電子回路が内蔵されて
いる。
【０００３】
　電子回路は、電子素子などの電子部品を電気伝導体で接着して形成されているものであ
り、例えば、プリント配線板やモジュール基板などの電子回路基板である。
【０００４】
　電気伝導体として、電気部品または電子部品を強固に接着させることができ、かつ優れ
た導電性を有することからＰｂ－Ｓｎ系はんだが汎用されている。しかし、電子回路基板
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などを内蔵している電子機器を屋外に放置、または廃棄処分した際に、酸性雨により電子
部品のはんだ付け材料から鉛が溶出し、地下水を汚染するなどの問題が生じている。
【０００５】
　このため、現在、鉛を含有しない、ＳｎＡｇＣｕ系、ＳｎＺｎＢｉ系、ＳｎＣｎ系など
の鉛フリーはんだが開発されつつあり、鉛含有はんだから鉛フリーはんだへの切り替えが
進んでいる。鉛フリーはんだは、鉛による環境汚染を防止することができるが、鉛含有の
はんだ付けに比べて高い融点であるため、素子の破壊や劣化などの問題を有している。更
に、電気伝導体として、はんだ以外に、固着させる樹脂と導電性金属粒子とを混合させた
導電性接着剤が使用されている（特許文献１参照）。
【０００６】
　また、太陽電池等には、透明電極が用いられている。かかる透明電極用の透明電極とし
て、例えば特許文献２に、金属ナノワイヤ、粒状金属化合物及び還元剤を含有する塗布膜
を加熱して、少なくとも一部の金属ナノワイヤが金属化合物から生成した金属微粒子を介
して接合されて成る電気伝導体が形成されている透明電極が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００９－７４５３号公報
【特許文献２】特開２００９－１２９８８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　前述した特許文献１で提案されている導電性接着剤は、一般的に、はんだ付けに比べて
接合温度が低いため、熱による電気部品又は電子部品への影響を抑えることができる利点
を有するが、その接合力が弱いことや導電性が低いことなどの問題も有する。また、特許
文献２で提案されている透明電極の製造方法では、粒状金属化合物を確実に金属ナノワイ
ヤ同士間に位置させることは困難であって、塗布膜内に確実に堅固な電気伝導体を形成す
ることは困難である。更に、還元剤が塗布膜内に残留し、得られた透明電極の特性に影響
を与えるおそれもある。
【０００９】
　そこで、本発明は、耐熱性の低い電気部品又は電子部品に対する熱影響が少なく、優れ
た導電性を有し、堅固な接合力を有する電気伝導体及びその形成方法を提供することを目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　前記の目的を達成するためになされた、特許請求の範囲の請求項１に記載された電気伝
導体は、金属ナノワイヤ同士が接合されて形成された電気伝導体であって、前記金属ナノ
ワイヤ同士は、その表面の少なくとも一部を覆うカルボキシル基を有する有機化合物から
成る有機層内の金属塩又は前記有機化合物と前記金属塩との金属錯体を還元して形成され
た金属によって金属接合されていることを特徴とする。
【００１１】
　請求項２に記載の電気伝導体は、請求項１に記載されたものであって、前記金属塩が、
塩化金酸、硝酸銀、塩化銅、塩化白金酸から選ばれる金属塩であることを特徴とする。
【００１２】
　請求項３に記載の電気伝導体は、請求項１に記載されたものであって、前記カルボキシ
ル基を有する有機化合物が、高分子カルボン酸又は親水性基若しくは疎水性基を有する少
なくとも炭素数５の低分子カルボン酸であることを特徴とする。
【００１３】
　請求項４に記載の電気伝導体の形成方法は、金属ナノワイヤと、前記金属ナノワイヤの
表面に有機層を形成する有機層形成能を有するカルボン酸化合物及び金属塩を溶解した溶
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液とを加え、前記金属ナノワイヤの表面の少なくとも一部を被覆するカルボキシル基を有
する有機化合物から成る有機層内に金属塩又は前記カルボン酸化合物と金属塩との金属錯
体を分散して配合した後、前記金属塩又は金属錯体を還元して金属化し、前記金属ナノワ
イヤ同士を金属接合することを特徴とする。
【００１４】
　請求項５に記載の電気伝導体の形成方法は、請求項４に記載されたものであって、前記
金属塩は、塩化金酸、硝酸銀、塩化銅、塩化白金酸から選ばれる金属塩を用いることを特
徴とする。
【００１５】
　請求項６に記載の電気伝導体の形成方法は、請求項４に記載されたものであって、有機
層形成能を有するカルボン酸化合物として、高分子カルボン酸又は親水性基若しくは疎水
性基を有する少なくとも炭素数５の低分子カルボン酸を用いることを特徴とする。
【００１６】
　請求項７に記載の電気伝導体の形成方法は、請求項４に記載されたものであって、前記
金属塩の還元を加熱処理によって施すことを特徴とする。
【００１７】
　請求項８に記載の電気伝導体の形成方法は、請求項４に記載されたものであって、前記
金属ナノワイヤとしては、金属塩、得られる金属ナノワイヤの形態を調整する形態調整剤
及び塩化物を溶媒中に溶解した後、酸素ガスを吹き込みつつ加熱して得られた金属ナノワ
イヤを用いることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明に係る電気伝導体は、金属ナノワイヤ同士を、その表面の少なくとも一部を覆う
カルボキシル基を有する有機化合物から成る有機層内の金属塩又は前記有機化合物と金属
塩との金属錯体を還元して形成された金属によって金属接合している。このため、金属ナ
ノワイヤ同士は、相互に電気的な導通を取りつつ強固に接続されており、電気的に一つの
連続体から成る強固な電気伝導体を簡易に形成できる。
【００１９】
　更に、かかる電気伝導体は、金属ナノワイヤと、前記金属ナノワイヤの表面に有機層を
形成する有機層形成能を有するカルボン酸化合物及び金属塩を溶解した溶液とを加え、前
記金属ナノワイヤの表面の少なくとも一部を被覆するカルボキシル基を有する有機化合物
から成る有機層内に金属塩又は前記カルボン酸化合物と金属塩との金属錯体を分散して配
合した後、前記金属塩又は金属錯体を還元して金属化し、前記金属ナノワイヤ同士を金属
接合することによって形成している。このため、金属塩と金属ナノワイヤの表面に有機層
を形成する有機層形成能を有するカルボン酸化合物とを溶媒中で溶解し、金属ナノワイヤ
を加えた溶液を、電気部品又は電子部品の金属箇所同士の接合箇所に滴下した後、金属塩
又は金属錯体の還元により、金属箇所同士を電気的に接続できる。或いは、電気部品又は
電子部品の金属箇所同士の接合箇所に載置した金属ナノワイヤに、金属塩と金属ナノワイ
ヤの表面に有機層を形成する有機層形成能を有するカルボン酸化合物とを溶媒中で溶解し
た溶液を滴下した後、金属塩又は金属錯体の還元により、金属箇所同士を電気的に接続で
きる。しかも、かかる金属塩又は金属錯体の還元は、比較的低温での処理が可能であり、
耐熱性の低い電気部品を使用した場合でも熱影響を抑制できる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明で採用される銀ナノワイヤの走査型電子顕微鏡の写真である。
【図２】従来の製造方法で得られた銀ナノワイヤの走査型電子顕微鏡の写真である。
【図３】硝酸銀、ポリアクリル酸及びエチレングリコールを攪拌して溶解した溶液の透過
型顕微鏡写真である。
【図４】硝酸銀、ポリアクリル酸及びエチレングリコールを攪拌して溶解した溶液を所定
温度に昇温した後、銀ナノワイヤを添加して所定時間反応して得られた銀ナノワイヤの走
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査型電子顕微鏡の写真である。
【図５】図４に示す銀ナノワイヤの透過型顕微鏡の写真である。
【図６】硝酸銀とラウリン酸とのエタノール溶液を、銀ナノワイヤに添加して得られた銀
ナノワイヤの走査型電子顕微鏡の写真である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明を実施するための形態を詳細に説明するが、本発明の範囲はこれらの形態
に限定されるものではない。
【００２２】
　本発明に係る電気伝導体は、金属ナノワイヤ同士が接合されて形成された電気伝導体で
あって、この金属ナノワイヤ同士は、その表面の少なくとも一部を覆うカルボキシル基を
有する有機化合物から成る有機層内の金属塩又は前記有機化合物と金属塩との金属錯体を
還元して形成された金属によって金属接合されているものである。
【００２３】
　ここで用いる金属ナノワイヤとしては、金ナノワイヤ、銀ナノワイヤ、白金ナノワイヤ
、銅ナノワイヤを好適に用いることができる。この金属ナノワイヤの直径は２００ｎｍ以
下、特に１００ｎｍ以下であることが好ましい。金属ナノワイヤの製造方法としては、従
来から公知の製造方法を採用できるが、金属塩、得られる金属ナノワイヤの形態を調整す
る形態調整剤及び塩化物を溶媒中に溶解した後、酸素ガスを吹き込みつつ加熱する金属ナ
ノワイヤの製造方法を好適に採用できる。ここで、金属塩としては、形成する金属ナノワ
イヤと同種の金属の塩化物であることが好ましく、硝酸塩、硫酸塩のような無機塩や酢酸
塩のような有機塩を溶媒に応じて用いることができる。また、塩化物として、食塩（Ｎａ
Ｃｌ）や塩化カリウム（ＫＣｌ）を用い、且つ得られる金属ナノワイヤの形態を調整する
形態調整剤としては、ポリビニルピロリドンやポリビニルアルコールを用いることができ
る。溶媒としては、エチレングリコールやトリエチレングリコール等の高沸点アルコール
を好適に用いることができる。更に、加熱温度としては、溶媒の沸点近傍の温度を採用で
きる。この様に、溶媒の沸点近傍で加熱しつつ酸素を吹き込むことによって、均斉な金属
ナノワイヤを得ることができる。特に、この製造方法を銀ナノワイヤの製造に適用するこ
とによって、均斉な銀ナノワイヤを得ることができる。
【００２４】
　かかる金属ナノワイヤは、その表面の少なくとも一部が前述したポリビニルピロリドン
やポリビニルアルコール等の形態調整剤によって覆われている。この様な金属ナノワイヤ
の表面の少なくとも一部は、カルボキシル基を有する有機化合物から成る有機層によって
覆われている。かかる有機層としては、高分子膜であってもよく、脂肪酸のような界面活
性剤の集合体によって形成されているものであってもよい。この有機層は、そのカルボキ
シル基が金属ナノワイヤの表面或いは形態調整剤に作用し、金属ナノワイヤの表面を被覆
しているものと推察される。かかるカルボキシル基を有する有機化合物から成る有機層と
しては、例えばポリアクリル酸等の高分子カルボン酸を用いた場合には、高分子膜から成
る有機層を形成でき、脂肪酸、例えばラウリン酸を用いた場合には、界面活性剤の集合体
から成る有機層が形成される。
【００２５】
　更に、金属ナノワイヤ同士は、この様に金属ナノワイヤの表面の少なくとも一部を覆う
有機層内に存在する金属塩又はカルボキシル基を有する有機化合物と金属塩との金属錯体
を還元して形成した金属によって金属接合されている。このため、金属ナノワイヤ同士は
電気的にも接続されている。この金属塩としては、塩化金酸、硝酸銀、塩化銅、塩化白金
酸を用いることができる。この様に、本発明に係る電気伝導体では、金属ナノワイヤ同士
が金属接合されているため、堅固な電気伝導体を形成できる。
【００２６】
　かかる電気伝導体は、金属ナノワイヤと、この金属ナノワイヤの表面に有機層を形成す
る有機層形成能を有するカルボン酸化合物及び金属塩を溶解した溶液とを加え、金属ナノ
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ワイヤの表面の少なくとも一部を覆うカルボキシル基を有する有機化合物から成る有機層
内に、金属塩又はカルボン酸化合物と金属塩との金属錯体を分散して配合した後、この金
属塩又は金属錯体を還元して金属化することによって形成できる。ここで、有機層形成能
を有するカルボン酸化合物としては、高分子カルボン酸又は親水性基若しくは疎水性基を
有する少なくとも炭素数５の低分子カルボン酸を好適に用いることができる。この高分子
カルボン酸としては、ポリアクリル酸、ポリメタクリル酸、ポリグルタミン酸、ポリアス
パラギン酸を挙げることができる。特に、高分子カルボン酸として、ポリアクリル酸を好
適に用いることができる、その平均分子量は５，０００～１００，０００であることが好
ましい。また、親水性基若しくは疎水性基を有する少なくとも炭素数５の低分子カルボン
酸としては、少なくとも炭素数５の脂肪酸、特にラウリン酸を好適に用いることができる
。
【００２７】
　更に、溶媒としては、エチレングリコールやトリエチレングリコール等の高沸点アルコ
ールの他にエタノールを用いることができる。但し、反応温度が高い場合には、高沸点ア
ルコールが好ましい。特に、エチレングリコールが好ましい。かかる溶媒に金属塩と金属
ナノワイヤの表面に有機層を形成する有機層形成能を有するカルボン酸化合物（以下、有
機層形成能を有するカルボン酸化合物と称することがある）とを添加し攪拌して溶解する
。この際に、有機層形成能を有するカルボン酸化合物の一部と金属塩とが反応して、有機
層で覆われた金属粒子が少量析出する。この金属粒子の析出は、カルボン酸化合物のカル
ボキシル基が金属塩に作用したものと考えられる。次いで、必要に応じて金属塩とカルボ
ン酸化合物とが溶解された溶液を所定温度まで昇温する。更に、この溶液に金属ナノワイ
ヤを添加して攪拌しつつ所定時間反応を続行する。この金属ナノワイヤの添加は、金属ナ
ノワイヤを分散した水溶液を添加することが簡単である。この反応時間は、０．５～３０
分間程度である。反応終了後、必要に応じて溶液を室温まで冷却してから金属ナノワイヤ
を分離する。分離された金属ナノワイヤは、その表面の少なくとも一部が有機層で覆われ
ており、且つ有機層内には金属塩や金属錯体が分散され、且つ少量の金属粒子が認められ
ることがある。尚、乾燥状態又は溶液中に分散している金属ナノワイヤに、金属塩と有機
層形成能を有するカルボン酸化合物とを溶解した溶液を加えることによっても、金属ナノ
ワイヤの表面の少なくとも一部を金属塩又は金属錯体を含有する有機層で覆うことができ
る。
【００２８】
　更に、金属ナノワイヤの表面の少なくとも一部を被覆する有機層内に存在する金属塩又
は金属錯体を還元して金属粒子を析出させるべく、金属塩の還元処理を施す。かかる還元
処理によって、金属ナノワイヤ同士が接合された箇所においても、金属粒子が析出し相互
溶融して金属ナノワイヤ同士を金属接合できる。かかる還元処理としては、加熱処理が最
も簡易で且つ効果的である。この際の加熱処理温度として、析出した金属粒子の一部が融
解する加熱処理温度を採用することによって、金属ナノワイヤ同士を更に一層強固に接合
できる。かかる加熱処理の際に、有機層が消失しても、金属ナノワイヤ同士は金属接合さ
れているため、その接合状態を維持できる。また、この還元処理に還元剤を用いてもよい
。かかる還元剤としては、水素化ホウ素ナトリウム、クエン酸、ヒドラジン等を用いるこ
とができるが、還元力の高いものが好ましい。
【００２９】
　この様に、本発明に係る電気伝導体は、金属ナノワイヤ同士が、相互に電気的な導通を
取りつつ強固に接続されており、電気的に一つの連続体とされる強固な電気伝導体である
ため、導電性フィルム等に用いることができる。また、金属塩と有機層形成能を有するカ
ルボン酸化合物とを溶媒中で溶解し、金属ナノワイヤを加えた溶液を、電気部品又は電子
部品の金属箇所同士の接合箇所に滴下した後、金属塩又は金属錯体の還元により、金属箇
所同士を電気的に接続できる。或いは、電気部品又は電子部品の金属箇所同士の接合箇所
に載置した金属ナノワイヤに、金属塩と有機層形成能を有するカルボン酸化合物とを溶媒
中で溶解した溶液を滴下した後、金属塩又は金属錯体の還元により、金属箇所同士を電気
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的に接続できる。更に、ボトムアップ法として金属構造を組立てることも可能である。尚
、本発明においては、金属ナノワイヤを用いているが、金属ナノ粒子を混合してもよく、
金属ナノワイヤに代えて金属ナノ粒子を用いてもよい。
【実施例】
【００３０】
（実施例１）
（１）銀ナノワイヤの作製
　硝酸銀０．１５ｇ、形態調整剤としての平均分子量が４０,０００のポリビニルピロリ
ドン０．５８ｇ、食塩（ＮａＣｌ）０．００４ｇ及びエチレングリコール（１８ｍｌ）を
、環流器及び攪拌機が付いたフラスコに添加し、攪拌しつつ溶解した後、温度をエチレン
グリコールの沸点近傍である１９８℃まで昇温し、酸素を吹き込みつつ２０分間反応させ
た。反応終了後、室温下で放置して冷却した。次いで、フラスコ内に蒸留水を添加して薄
めた内容物を遠心分離した後、上澄みを除去する洗浄を行った。かかる洗浄を複数回行っ
た後、得られた銀ナノワイヤを蒸留水中に分散した。得られた銀ナノワイヤを走査型電子
顕微鏡（株式会社日立製作所製、商品名Ｓ－５０００）の写真（ＳＥＭ写真）を図１に示
す。図１から明らかなように、表面が滑らかな直径が均一の銀ナノワイヤが得られた。得
られた銀ナノワイヤは、直径が６０～８０ｎｍであり、長さが数十μｍであった。
【００３１】
　参考例として、上記銀ナノワイヤの製造方法において、食塩を使用しなかったことと、
反応温度を１６０℃としたこと以外は、実施例１と同様にして銀ナノワイヤを作製した。
得られた銀ナノワイヤのＳＥＭ写真を図２に示す。図２から明らかな様に、得られた銀ナ
ノワイヤは、直径に１５０～２５０ｎｍというバラツキが存在し、且つ直径が４００ｎｍ
以上の三角形や多角形の粒子が多数存在していた。
【００３２】
（２）電気伝導体の形成
　硝酸銀０．０３４ｇ及び平均分子量が２５,０００のポリアクリル酸０．０１４ｇをエ
チレングリコール（１０ｍｌ）中で攪拌して溶解した。この溶液の透過型電子顕微鏡（日
本電子株式会社製、商品名ＪＥＭ－２０１０）の写真（ＴＥＭ写真）を図３に示す。図３
から明らかな様に、高分子膜で被覆された直径２０ｎｍ程度の微細粒子が多数存在する。
かかる微細粒子は、ポリアクリル酸のカルボキシル基が銀粒子表面に作用して生じたもの
と考えられる。
【００３３】
　この様に、多数の微細粒子が生成している溶液の温度を１３０℃に昇温し、（１）で得
られた蒸留水中に分散されている銀ナノワイヤを蒸留水ごと滴下し、２０分間反応を続行
した。反応終了後、室温下で放置して冷却した。次いで、フラスコ内に蒸留水を添加して
薄めた内容物を遠心分離した後、上澄みを除去する洗浄を行った。かかる洗浄を複数回行
って、得られた銀ナノワイヤのＳＥＭ写真を図４に示す。図４から明らかなように、銀ナ
ノワイヤの表面は高分子膜で被覆されており、銀ナノワイヤ同士が高分子膜によって接合
されている。更に、得られた銀ナノワイヤ同士の接合部を含めて観察すると、図５（ａ）
（ｂ）に示すＴＥＭ写真から明らかな様に、銀ナノワイヤの表面を被覆する高分子膜内に
銀粒子が存在し［図５（ａ）］、且つ銀ナノワイヤ同士の接合部の高分子膜内にも銀粒子
が存在する［図５（ｂ）］ことが認められる。
【００３４】
　その後、図４及び図５に示す銀ナノワイヤを、空気又は窒素の雰囲気下で２７０℃に加
熱する加熱処理を５分間施して、高分子膜内の硝酸銀に対して還元処理を施したところ、
高分子皮膜は消失し、銀ナノワイヤの表面に多数の銀粒子が析出し、銀ナノワイヤ同士の
接合部では銀接合がされていた。
【００３５】
（実施例２）
　実施例１の（１）で得られた蒸留水中に分散されている銀ナノワイヤに、硝酸銀と脂肪
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酸の一種であるラウリン酸との１：１の混合物にエタノールを加えたエタノール溶液を滴
下した。その後、遠心分離した後、上澄みを除去する洗浄を行った。かかる洗浄を複数回
行って、得られた銀ナノワイヤのＳＥＭ写真を図６に示す。図６から明らかなように、銀
ナノワイヤの表面を覆う有機層内に銀粒子が凹凸状に析出している。
【００３６】
　次いで、図６に示す銀ナノワイヤを、空気中で２７０℃に加熱する加熱処理を５分間施
して、有機層内の硝酸銀に対して還元処理を施したところ、銀ナノワイヤの表面を被覆す
る有機層が消失しており、銀ナノワイヤ同士の接合部では銀接合がされていた。
【産業上の利用可能性】
【００３７】
　本発明の電気伝導体は、エレクトロニクス分野における電気部品を接合するための接着
剤や電気配線材料、或いは導電性フィルム用として用いられる。

【図１】

【図２】

【図３】
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